








軍と駐屯していた地域社会とのやりとり、相互関係について研究を行っております。本日の報告では、当時の軍隊が民間社会 接触する際の一つの重要な接点でありま た軍の宿営と、それに伴って両者 間 生じるさまざ なトラブル、いわゆる宿営問題に注目しまして、その分析を通じてこの時期の軍隊と社会の関係につ て考察をしていきす。まず、報告の前提 なる事柄をお話し 上で、具体的な問題設定、分析に入っていきたいと思います。
　はじめに、この会場にはイギリス史、軍事史のご専門で










































house ）  に宿泊することも珍しく ありませんでした。
　　こうして軍隊が民間社会の中で宿営をすると、当然のよ












































































卿 （ハル守備隊長官。前述のプリマス伯爵の後任） 宛てに送った手紙 （一六八八年一月） の一部です。 以下引用します。
　私たちばかりでなく、私たちのもとで働く役人、治














に紹介されるにとどまり、宿営問題自体を主題としてその原因や意味が深く分析されることはありませんでした。大半の研究は、意識的 であれ無意識的にであれ、軍隊 社会が対立し敵対する構造をあらかじめ想定し、そこにあてはめる形で、また 多く 場合そ 構造を証明しようとする目的で宿営問題を取り上げてきたわけです。
　しかしその一方で、最近のいくつかの研究は（これは私







軍隊と社会のさまざまな接点、またそこで やりとりを改めて厳密に分析し直し、これまで対立と う点 指摘 る

















































いえば、それは公式の全国的な法によってではなく、大半は地域ごとの慣習的なルール、将校と役人との個人的な交渉によって決めら ていま た。当然のように、そうしたルール 、ケースごとに多様であったわけで、たとえばパブリックハウスと民家へ 宿営の割合をどうするのか、あるい 宿営費をいくらにするのかといった問題について、その取り決めは地域によって、ま 時期によってさまざまでありました。このやり方は 軍隊と民間社会の間でコミュニケーションがうまく れている場合には 宿営問題について各地域の事情に合わせた柔軟な対応ができるという利点がある一方で、そのあいまいさゆえに 不満や異論を招きやす という欠点も抱えていました。この点についてはまた後で触れたいと思います。
　宿営問題の三つ目の背景として、これは二点目とも重な
るところがありますが、そもそも軍隊と民間社会のそれぞれの法および司法システム、 こ はミリタリ・ロー、 コモン・ローと呼ばれますけれども、その二つが両者が重なる領においてどのような関係になっているのか、つまり どち





こで検討の対象とする宿営問題の多く 重罪には該当しなかったこと、またたとえ重 の場合で も 軍の指揮官が概して自分 部下の逮捕や送致に消極的 あったことを考えれば、宿営問題の解決には、軍と地域社会との良好なコミュニケーションと、それに基づく双方 自発的な協力が必要とさ ていた いえます。 かし 容易 想像できるように、両者は司法における優位をめぐって ばしば対立し、こうした双方にとって妥協的なルールが徹底されることはありませんでした。
　このように、宿営を取り締まる厳密なシステムが不在の
中で、では宿営問題が対処される とがない ま野放し




































いてもやはり一六八五年以前には、軍隊と住民 間で宿営について基本的な合意が形成され、そ が慣習として られていたことがわかります。
　このように、軍隊と民間社会の間のパーソナル、ローカ
























備隊の構成を比較した表です。一見してわかるように、一六六一年にはすべてが守備隊固有の部隊であったのに対して、八七年から八八年には、守備隊のほとんどが機動部隊で占められています。守備隊固有の部隊は通常、地元の人間で構成され、基本的にずっとそこ とどまるのに対して、機動部隊は外からやってきて、駐屯地 一時的にとどまるだけの部隊です。したがって、こ 構成の変化は、明らかにハルにおける軍隊と民間社会のつ りが弱くなっていることを示していま
　さらに注目すべきは、駐屯する軍隊の最高責任者であ










































厳密な法やシステムが存在しないことによる弊害が顕著に現れることになりました。これまでのように軍隊と民間社会がコネクションを通じて相互に自発的に歩み寄 ことない状況下では、 あいまいで例外 多い慣習的なルールは、秩序だった宿営を保証するどころか、む ろ両 が異なた解釈をする、あ いはルー そのものに対して異論を唱えることを助長し、対立を生み出す になりました。
　たとえば、パブリックハウスにおける宿営費をめぐる対



















































法やシステムが未整備であったにもかかわらず、軍隊と地域社会の間のコネクション、またそれを通じての両者 不断の交渉によって 概ねうまくコントロールされていました。しかし、ひとたびそのコネクションが機能しない、あるいは取り去られてしまったとき、その状況はジェイムズ二世期に最も顕著に現れ わ 宿営問題はコントロールされ得ず、一気 表面化 深刻化することになったわけです。
　このように、宿営問題の分析を通じて見えてくるのは、


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































37）そもそも常設の正規陸軍の存在自体、議会制定法 形で認められるのは名誉革命以後のことであ 。この過程 ついては、辻本諭「イングランドにおける常備軍の成立
―
ウィリアム三世期 備軍論争」 『歴史学研究』八一九号
 
（二〇〇六） 、一
―
二二頁を参照。
（
38）一六八九年か 連続的に（一七〇一年以後は毎年）制定・更新されていく「軍律法（
T
h
e M
u
tin
y A
ct ） 」を参照。
＊本報告は、平成二二年度文部科学省科学研究費補助金
 
（特別研究員奨励費）
  による研究成果の一部である。
（日本学術振興会特別研究員ＰＤ）
